
○ 量的拡大「開発」基調から「成熟社会型の計画」へ
○ 国主導から二層の計画体系（分権型の計画づくり）へ国土形成計画について

国土形成計画の枠組み

全国計画 （平成２０年７月閣議決定）

広域地方計画（平成２１年８月策定）

○長期的な国土づくりの指針（閣議決定）

○ 地方公共団体から国への計画提案制度

○国と地方の協働による広域ブロックづくり

・ 国、地方公共団体、経済団体等で広域地方計画協議会を組織

し、計画及びその実施に関し必要な事項について協議

国土交通大臣

広域地方計画
の策定

国の地方行政
機関の長

代表市町村の長
隣接する県等の長

経済団体等の長
・経済連合会
・商工会議所連合会 等

都府県知事
政令市市長

広域地方計画協議会

根拠法：国土形成計画法
（国土総合開発法の抜本改正により平成17年に成立）

・意見聴取（学識経
験者、地域住民）
・市町村提案

新しい国土像

多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築
するとともに、美しく、暮らしやすい国土の形成を図る

（計画期間）

今後概ね10ヶ年間

➢広域ブロックごとに特色ある戦略を描く

➢ 各ブロックが交流・連携、相乗効果による活力

➢各地域が相互に補い合って共生

➢文化・伝統や個性ある景観など美しい国土の再構築

中部圏

国土計画の概要 国土形成計画

協議を経て

推進について支援
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